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東洋紡績株式会社による東洋クロス株式会社の 

株式交換による完全子会社化のお知らせ 

 

 東洋紡績株式会社（以下「東洋紡」）および東洋クロス株式会社（以下「東洋クロス」）は、平成 21

年５月７日付の「東洋紡績株式会社と東洋クロス株式会社との株式交換に関する基本合意書締結のお

知らせ」にてお知らせしたとおり、平成 21 年９月１日を効力発生日として、東洋紡を完全親会社、

東洋クロスを完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」）について、平成 21 年５月７日に基本

合意書を締結しましたが、この度、同基本合意書に基づき、本日開催の両社取締役会において、本株

式交換を行うことを決議し、株式交換契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 本株式交換の結果、東洋紡は東洋クロスの完全親会社となり、完全子会社となる東洋クロスの株式

は平成 21 年８月 26 日に上場廃止（最終売買日は平成 21 年８月 25 日）となる予定です。 

 

記 

 

1． 株式交換による完全子会社化の目的 

（1） 本株式交換の目的 

これまで東洋紡と東洋クロスは、密接な提携関係に基づいた関係の強化に取り組んでき

ました。平成 16 年には公開買付により東洋紡が東洋クロスを子会社化し、両社の強みを活

かした事業の展開とシナジーの追求に注力してまいりました。 

しかしながら、昨今の両社を取り巻く環境は、米国の金融危機に端を発した世界的な景

気減速により一段と厳しさを増しており、グループ全体での事業基盤の強化が急務となっ

ております。 

このような状況のもと、東洋紡と東洋クロスは、慎重に協議を重ねた結果、東洋クロス

のコーティング事業の収益力を向上させるためには、東洋紡が東洋クロスを完全子会社化

することによって、電子部品・自動車分野において、東洋紡の保有する機能素材と東洋ク

ロスのコーティング技術を融合させた新商品開発等、両社の経営資源をより緊密に連携さ

せることが有効であるとの結論に達しました。 

また、完全子会社化により、迅速な経営判断と機動的な事業運営を行って両社の相乗効

果を最大限に発揮することで、東洋クロスおよび東洋紡グループ全体の企業価値の向上に

つながると判断したため、この度、本株式交換を実施することといたしました。 
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（2） 上場廃止となる見込みおよびその事由 

本株式交換により、その効力発生日である平成 21 年９月１日をもって、東洋紡は東洋ク

ロスの完全親会社となり、東洋クロスは東洋紡の完全子会社となります。 

完全子会社となる東洋クロスの普通株式は、株式会社大阪証券取引所（以下「大阪証券

取引所」）の有価証券上場規程および株券上場廃止基準に従い、所定の手続きを経て、平成

21 年８月 26 日に上場廃止（最終取引日は平成 21 年８月 25 日）となる予定です。上場廃

止後は大阪証券取引所において東洋クロスの普通株式を取引することはできません。 

 

（3） 上場廃止を目的とする理由および代替措置 

 本株式交換の目的は、上記（1）に記載のとおりであり、東洋クロスの上場廃止そのもの

を目的とするものではありません。 

 東洋クロスの普通株式が上場廃止となった後も、本株式交換により東洋クロスの株主に

割り当てられる東洋紡の普通株式は、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」）

および大阪証券取引所に上場されており、本株式交換後も両取引所市場での取引が可能で

あることから、本株式交換により東洋紡の単元株式数である 1,000 株以上の東洋紡の普通

株式の割り当てを受ける株主に対しては、引き続き株式の流動性を提供できるものと考え

ております。 

 ただし、本株式交換により東洋紡の単元株式数である 1,000 株に満たない東洋紡の普通

株式の割り当てを受ける株主においては、これらの単元未満株式を上記いずれの取引所市

場においても売却することはできませんが、株主のご希望により単元未満株式の買増制度

または単元未満株式の買取制度をご利用いただくことが可能です。かかる取り扱いの詳細

については、後記 2.(2)（注 3）をご参照ください。また、本株式交換に伴い１株に満たな

い端数が生じた場合には、会社法第 234 条第１項および第２項の規定により、１株に満た

ない端数部分に応じた金額を交付する予定です。かかる取り扱いの詳細については、後記

2.(2)（注 4）をご参照ください。 

 

（4） 公正性を担保するための措置 

 本株式交換に際して、東洋紡は東洋クロスの発行済普通株式の 43.19％を保有している

ことから、公正性を担保することを目的として、東洋紡および東洋クロスはそれぞれ別個

に両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果を参考

として、両社で検討・交渉・協議を行い、その結果合意された株式交換比率により本株式

交換を行うこととしました。 
 なお、第三者算定機関が提出した株式交換比率の算定結果は、本株式交換における株式

交換比率の公正性についての意見を表明するものではありません。 

 

（5） 利益相反を回避するための措置 

東洋クロスの監査役である庄田登および渡辺賢は東洋紡の従業員であるため、利益相反

を回避する観点から、上記の取締役会の審議への意見表明はしておりません。 

 

2． 株式交換の要旨 

（1） 株式交換の日程 

株式交換基本合意書締結 （両社） 平成 21 年５月７日 

株式交換決議取締役会 （両社） 平成 21 年５月 25 日 

株式交換契約締結 （両社） 平成 21 年５月 25 日 

株式交換承認株主総会 （東洋クロス） 平成 21 年６月 26 日（予定） 

上場廃止日 （東洋クロス） 平成 21 年８月 26 日（予定） 

株式交換の予定日 （効力発生日） 平成 21 年９月１日（予定） 
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（注） 本株式交換は、東洋紡においては、会社法第 796 条第３項の規定に基づき、簡易

株式交換の手続きにより、株主総会の承認を得ずに行う予定です。 

 

（2） 株式交換に係る割当内容 

会社名 
東洋紡績株式会社 

（完全親会社） 

東洋クロス株式会社 

（完全子会社） 

普通株式 普通株式 株式交換に係る 

割 当 内 容 １  0.87 

株式交換により 

発行する新株式数 

普通株式：6,919,110 株 

（予定） 

（注1） 株式の割当比率 
東洋クロスの普通株式１株に対して、東洋紡の普通株式 0.87 株を割当交付し

ます。ただし、東洋紡が保有する東洋クロスの普通株式（6,047,000 株）につい

ては、本株式交換による株式の割り当ては行いません。 

（注2） 株式交換により交付する株式数 

本株式交換により交付する株式数は、平成 21 年５月 25 日時点における東洋ク

ロスの普通株式の発行済株式総数および東洋紡が保有する東洋クロスの普通株

式の株式数に基づいて算出しており、東洋クロスによる自己株式の消却等の理由

により今後修正される可能性があります。 

（注3） 単元未満株式の取り扱い 

本株式交換に伴い、東洋紡の単元未満株式を所有することとなる東洋クロスの

株主においては、所有株式数に応じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準日

とする東洋紡の配当金を受領する権利を有することになりますが、取引所市場に

おいて単元未満株式を売却することはできません。東洋紡の単元未満株式を所有

することとなる株主においては、東洋紡の株式に関する以下の制度をご利用いた

だくことができます。 

 単元未満株式の買増制度 

株主が所有することとなる東洋紡の単元未満株式と合わせて１単元となるよ

う、東洋紡の株式を売り渡すことを請求することができる制度です。 

 単元未満株式の買取制度 

会社法第 192 条第１項の規定に基づき、単元未満株主が東洋紡に対し、自己

の所有する単元未満株式を買い取ることを請求することができる制度です。 

（注4） １株に満たない端数の取り扱い 

本株式交換に伴い、東洋紡の１株に満たない端数の交付を受けることとなる株

主については、会社法第 234 条第１項および第２項の規定により、その端数の合

計（その合計数に１に満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとしま

す。）に相当する数の東洋紡の株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応じ

て当該株主に交付します。 

 

（3） 株式交換に係る割当内容の算定根拠等 

① 算定の基礎 
本株式交換における株式交換比率の算定については、その公正性・妥当性を担保

するため、東洋紡はみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」）を、東洋クロスは大

和証券エスエムビーシー株式会社（以下「大和証券ＳＭＢＣ」）を、それぞれ第三者

算定機関として選定いたしました。 
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みずほ証券は、東洋紡および東洋クロスについて、市場株価基準法およびディス

カウンテッド・キャッシュフロー法（以下「ＤＣＦ法」）を採用して算定を行いまし

た。市場株価基準法では、平成 21 年５月 22 日を評価基準日として、両社による平

成21年３月期業績予想修正の発表日の翌日である平成21年４月28日から基準日ま

での、東洋紡については東京証券取引所における、東洋クロスについては大阪証券

取引所における両社の終値（以下「終値」）の単純平均値、ならびに両社の業績（決

算短信）および本株式交換に係る基本合意の公表日である平成 21 年５月７日から基

準日までの終値の単純平均値を採用しました。なお、東洋紡株式１株当たりの株式

価値を１とした場合の各算定方法の評価レンジは、以下のとおりとなります。 

採用手法 株式交換比率の評価レンジ 

市場株価基準法 0.71 ～ 0.72 

ＤＣＦ法 0.85 ～ 0.90 

みずほ証券は、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報および

公開情報が正確かつ完全であること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可

能性がある事実でみずほ証券に対して未開示の事実はないこと等の種々の前提を置

いており、かつ両社の個別の資産・負債について独自の評価または査定を行ってい

ないことを前提としております。またかかる算定において参照した両社の財務見通

しについては、両社により現時点で得られる最善の予測および判断に基づき合理的

に準備・作成されたことを前提としていること、ならびにかかる算定は平成 21 年５

月 22 日現在の情報と経済情勢を反映したものであることを前提としております。な

お、みずほ証券が提出した株式交換比率の算定結果は、本株式交換における株式交

換比率の公正性について意見を表明するものではありません。 

 

一方、大和証券ＳＭＢＣは東洋紡と東洋クロスの両社について、市場株価法およ

びＤＣＦ法を採用して算定を行いました。市場株価法では、両社の業績（決算短信）

および本株式交換に係る基本合意の公表日である平成 21 年５月７日を評価基準日

として、評価基準日以前の１ヶ月（平成 21 年４月２日～平成 21 年５月１日）の、

東洋紡については東京証券取引所における、東洋クロスについては大阪証券取引所

における、両社の出来高加重平均株価（以下「出来高加重平均株価」）、３ヶ月（平

成 21 年２月２日～平成 21 年５月１日）の出来高加重平均株価、６ヶ月（平成 20 年

11 月４日～平成 21 年５月１日）の出来高加重平均株価および評価基準日以降（平

成 21 年５月７日～平成 21 年５月 20 日）の出来高加重平均株価を採用しました。な

お、東洋紡株式１株当たりの株式価値を１とした場合の各算定方法の評価レンジは、

以下のとおりとなります。 

採用手法 株式交換比率の評価レンジ 

市場株価法 0.648 ～ 0.734 

ＤＣＦ法 0.787 ～ 0.885 

大和証券ＳＭＢＣは、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報

および公開情報が正確かつ完全であること、株式交換比率の算定に重大な影響を与

える可能性がある事実で大和証券ＳＭＢＣに対して未開示の事実はないこと等の

種々の前提を置いており、かつ両社の個別の資産・負債について独自の評価または

査定を行っていないことを前提としております。またかかる算定において参照した

両社の財務見通しについては、両社により現時点で得られる最善の予測および判断

に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としていること、ならびにかかる算

定は平成 21 年５月 22 日現在の情報と経済情勢を反映したものであることを前提と

しております。なお、大和証券ＳＭＢＣが提出した株式交換比率の算定結果は、本

株式交換における株式交換比率の公正性について意見を表明するものではありませ
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ん。 

また、みずほ証券および大和証券ＳＭＢＣの株式交換比率に関する算定に共通し

て、ＤＣＦ法の基礎として採用した東洋紡および東洋クロスの利益計画には、大幅

な増益を見込んでいる事業年度があります。これは、各事業における売上増加およ

びコストの削減により、業績向上が期待できると考えたためです。 

② 算定の経緯 

東洋紡および東洋クロスは、上記①の算定の基礎を踏まえ、両社で真摯に協議・

交渉を重ねた結果、上記 2.（2）の株式交換比率が両社にとって妥当であり、また

両社株主の利益に資するものであると判断し、この株式交換比率に基づく本株式交

換に関して平成 21 年５月 25 日に開催された取締役会でそれぞれ決議し、同日、両

社間で株式交換契約を締結いたしました。なお、この株式交換比率は、算定の前提

となる諸条件について重大な変更が生じた場合、両社間の協議により変更する可能

性があります。 

③ 算定機関との関係 

みずほ証券および大和証券ＳＭＢＣは、いずれも東洋紡および東洋クロスとは独

立しており、東洋紡および東洋クロスの関連当事者には該当いたしません。 

 

（4） 株式交換完全子会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取り扱い 

東洋クロスは、新株予約権および新株予約権付社債のいずれも発行しておりません。 

 

3． 株式交換当事会社の概要（平成 21 年３月 31 日現在） 

（1） 商号 東洋紡績株式会社 東洋クロス株式会社 

（2） 事業内容 

合成樹脂およびその成形品、 各種化学

工業品、ならびに生化学品、医薬品、お

よびその関連商品の製造、 加工、販売。

電子機器、理化学機器、医療用具および

その関連機器の設計、製作、販売、輸出

入。 各種繊維工業品の製造、加工、販

売。各種プラントおよび機器の設計、製

作、販売。各種技術、情報の販売。  

クロス、ビニルレザー、合成皮革およ

びフィルムの製造、加工、販売 

（3） 設立年月日 大正３年６月 26 日  大正８年５月 14 日 

（4） 本店所在地 大阪市北区堂島浜二丁目２番８号  大阪府泉南市樽井六丁目 29 番１号 

（5） 代表者の役職・氏名 取締役社長 坂元龍三  取締役社長 早川和彦 

（6） 資本金 43,341,203,166 円  700,000,000 円 

（7） 発行済株式数 普通株式  699,027,598 株 普通株式 14,000,000 株 

（8） 純資産 133,967 百万円（連結） 1,291 百万円（連結） 

（9） 総資産 443,816 百万円（連結） 7,728 百万円（連結） 

（10） 決算期 ３月 31 日  ３月 31 日 

（11） 
従業員数 

（平成 21 年３月 31 日現在） 
11,181 名（連結） 267 名（連結） 

（12） 主要取引先 

東洋紡ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨｽﾞﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱、伊藤忠

商事㈱、日本ｴｸｽﾗﾝ工業㈱、住友化学㈱、

水島アロマ㈱ 

東洋紡績㈱、㈱三新、大日本印刷㈱、

竹野㈱、凸版印刷㈱、丸紅㈱ 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱

（信託口４Ｇ） 
4.41％ 東洋紡績㈱ 43.19％

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱

（信託口） 
4.26％ 東洋クロス共栄会 7.66％ 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱ 

（信託口） 
3.38％ 大日本晒染㈱ 1.64％ 

（13） 
大株主および持株比率 

（平成 21 年３月 31 日現在） 

日本生命保険相互会社 2.95％ オー・ジー㈱ 0.91％ 



 

6 

  
㈱みずほコーポレート銀行 1.92％ 塗田 敏夫 0.87％ 

（14） 主要取引銀行 

みずほコーポレート銀行 

三菱東京ＵＦＪ銀行 

三井住友銀行 

みずほ銀行 

三井住友銀行 

りそな銀行 

資本関係 
東洋紡は、平成 21 年５月 25 日現在、東洋クロスの発行済普通株

式の 43.19%を所有しております。 

人的関係 東洋紡の従業員２名が東洋クロスの監査役を兼務しております。

取引関係 
東洋紡は、東洋クロスに対して、原材料の販売を行っております。

また、東洋紡は、東洋クロスより製品を仕入れております。 

（15） 当事会社間の関係等 

関連当事者へ

の該当状況 
東洋紡は、東洋クロスの親会社です。 

 
4． 過去３年間の業績 

  
東洋紡績株式会社 

（完全親会社）（連結） 

東洋クロス株式会社 

（完全子会社）（連結） 

決算期 
平成 19 年

３月期 

平成 20 年

３月期 

平成 21 年

３月期 

平成 19 年

３月期 

平成 20 年 

３月期 

平成 21 年

３月期 

売上高（百万円）  426,666  431,417 367,271  9,284  9,367 7,421

営業利益（百万円）  30,435  27,075 11,229  151  239 △371

経常利益（百万円）  25,342  21,049 2,059  125  193 △376

当期純利益（百万円）  13,472  4,698 △12,505  77  259 △947

1 株当たり当期純利益（円）  19.32  6.73 △17.92  5.54  18.53 △67.71

1 株当たり配当金（円）  5.00  5.00 3.50  5.00  5.00 －

1 株当たり純資産（円）  191.28  185.79 140.79  161.20  171.48  92.32

 
5． 株式交換後の完全親会社の状況 
（1） 商号  東洋紡績株式会社 

（2） 事業内容 

合成樹脂およびその成形品、 各種化学工業品、ならびに生化学品、医薬品、

およびその関連商品の製造、加工、販売 

電子機器、理化学機器、医療用具およびその関連機器、 各種繊維工業品の

製造、加工、販売 

各種プラントおよび機器の設計、製作、販売。各種技術、情報の販売  

（3） 本店所在地  大阪市北区堂島浜二丁目２番８号 

（4） 代表者の役職・氏名  取締役社長 坂元龍三 

（5） 資本金  43,341,203,166 円 

（6） 純資産  現時点では確定しておりません 

（7） 総資産  現時点では確定しておりません 

（8） 決算  ３月 31 日 

 

（９） 会計処理の概要 

本株式交換は、共通支配下取引等のうち、少数株主との取引に該当する見込みです。本

株式交換により発生するのれんに関しては現時点では未定ですが、確定次第お知らせいた

します。 

 

（10） 今後の見通し 

東洋クロスは東洋紡の連結子会社であるため、本株式交換における連結業績および単体

業績に与える影響は軽微です。 

 

以  上 


